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工事下請負基本契約約款 

 

株式会社エルテックス（以下「甲」という。）と協力会社（以下「乙」という。）は、甲が

甲の客先（甲の客先が他からの工事の請負者である場合を含む。以下同じ。）との間で締

結する契約（以下「元請契約」という。）にかかる工事（以下「元請工事」という。）を完

成させるため、元請工事の一部あるいは全部について、以下の条項に基づき請負契約を締

結する。 

 

（個別工事） 

第 1 条 甲が発注し乙が施工する個々の工事（以下「個別工事」という。）については、

甲は、乙に対して注文書を発行し、乙は、これを承諾したときは、直ちに注文請書を甲に

提出する。 

2) 乙は、注文書及び注文請書に定めるほか、これらに付随する別冊の図面、仕様書その

他の図書（甲の工事安全共通仕様書を含む。以下「設計図書」という。）及び本約款に従

い、個別工事を完成する。 

これらの書類間に矛盾がある場合は、記載の順に優先適用するものとする。 

 

（請負代金内訳書及び工程表） 

第 2 条 乙は、設計図書に基づく請負代金内訳書、工事計画書及び工程表を作成し、個別

工事の契約締結後すみやかに甲に提出する。 

 

（関連工事との調整） 

第 3 条 甲は、元請工事を円滑に完成するため、個別工事と施工上関連ある工事（以下「関

連工事」という。）との調整を図り、乙は、その指示に従う。 

2) 乙は、関連工事の施工者と緊密に連絡、調整を図り、元請工事の円滑な完成に協力す

る。 

 

（法令等の遵守の義務） 

第 4 条 甲及び乙は、個別工事の施工にあたり、建設業法その他施工、労働者の使用等に

関する法令及びこれらの法令に基づく監督官公署の行政指導を遵守する。 

2) 甲は、本条第 1 項に規定する法令及びこれらの法令に基づく監督官公署の行政指導に

基づき必要な指示、指導を乙に対し行い、乙は、これに従う。 

3) 乙は、個別工事の施工にあたり、再下請負人（再下請負が数次にわたって行われると

きは二次以下のすべての下請負人を含む。以下同じ。）に本条第 1 項及び第 2 項に規定す



2 

 

る法令及び行政指導ならびに甲の指示、指導を遵守させる。 

 

（秘密の保持） 

第 5 条 乙は、個別工事に関連して知り得た甲及び甲の客先の営業上、経営上及び施工上

の情報知識（以下「秘密情報」という。）の一切を他に漏洩してはならず、また個別工事

の施工以外の目的に使用してはならない。乙は、その被用者（作業員を含む。以下同じ。）

および再下請負人またはその被用者についてもこれらの義務を遵守させ、その履行につき

一切の責任を負う。 

2) 甲の客先が他からの工事の請負者であり、かつ甲の客先に対する注文者が甲の客先に

対して秘密の保持を要求する場合は、それが複数次にわたる場合であっても、別に規定を

する場合を除き、乙は、本条第 1 項規定と同様の秘密保持及び流用禁止の義務を負う。 

3) 乙は、紛失、盗難などにより秘密情報が漏洩しないように、その媒体を問わず秘密情

報を含んだ書類、コンピューター及び電子記憶媒体等を適切に管理しなければならない。 

 

（特許権の使用等） 

第 6 条 乙は、第三者の特許権その他の権利の対象となっている施工方法、工事材料又は

機械器具等を施工上使用するときは、その使用に関する一切の責任を負う。ただし、甲の

指示によって使用するものはこの限りではない。 

2) 乙は、個別工事の施工に際して知り得たエ法その他の技術的知識又は甲 と共同で開発

した施工方法等を、甲の書面による事前の同意を得ることなく、個別工事の施工以外の目

的に使用し、又は特許権等の産業財産権を申請し若しくは第三者をして申請させてはなら

ない。 

 

（安全、衛生の確保等） 

第 7 条 乙は、個別工事の施工にあたっては、事業者として工事従事者の災害防止はもと

より、第三者の生命、身体及び／又は財産に損害を与えないように万全を期すべく努めな

ければならない。 

2) 乙は、災害防止のため、甲の安全衛生管理に関する工事安全共通仕様書(兼安全指示書)

に記載された事項を遵守するとともに、自ら作業基準を確立しかつ責任体制を明確にし、

これを実行する。 

3) 本条第 1 項及び第 2 項にもかかわらず、乙の指揮下にある工事従事者（以下「乙工事

従事者」という。）が事故災害等を起こしたときは、乙は直ちに甲に事態の報告を行い、

甲乙協同して適切な措置をとるものとする。この場合において、甲及び乙は遅滞なく当該

事故災害等に関して管理監督する官公署に報告するものとする。 

4) 甲及び乙は、協同して事故災害等の原因の究明及び再発防止のための是正措置を速や

かに行う。 
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5) 本条第 4 項の原因究明の結果、事故災害等について乙又は乙工事従事者に故意又は過

失等責に帰すべき事由が認められた場合には、甲は、乙に対して次の各号のうちー以上の

措置をとることができる。 

①事故災害等を惹起したことに対する厳重注意措置 

②再発防止のための是正措置実施勧告措置 

③当該災害を惹起した乙工事従事者の工事現場への有期限又は無期限立入禁止措置 

④個別工事の契約の解除 

⑤甲乙間の新規工事下請負契約締結の一定期間の停止措置 

6) 乙は、乙の被用者又は乙配下の再下請負人の被用者の業務上の災害補償について、労

働基準法第 87 条第 2 項に定める使用者としての補償を引受ける。 

7) 労働者災害補償保険（以下「労災保険」という。）は、原則として甲が加入する。ただ

し、労働保険の保険料の徴収等に関する法律第 8 条 2 項の定めにより、労災保険法による

補償について、乙を事業主とする認可を受けたときは、乙の加入する労災保険による。 

8) 本条第 7 項にかかわらず、乙は、乙工事従事者が労働者災害補償保険法第 33 条の定め

に該当する場合には、当該乙工事従事者に同法に定める特別加入保険に加入させるものと   

する。甲は、当該乙工事従事者の加入状況を確認するものとし、当該乙工事従事者が特別

加入保険に加入していないことが判明したときには、当該乙工事従事者が工事現場に入る

ことを拒否できるものとする。 

 

（事業内容の報告） 

第 8 条 甲は、必要に応じて、乙に対して乙又は再下請負人の事業経営の内容、状況等に

ついて報告を求めることができる。 

 

（担保、保証人） 

第 9 条 乙が第 43 条各号の、又は第 44 条第 1 項各号のーに該当し、またはそのおそれが

ある場合において、甲から書面による請求があったときは、乙は、すみやかに甲の承認す

る担保を甲に対し提供し、又は連帯保証人をたてる。 

2) 担保の価値が減少するか又は連帯保証人がその義務を果たせないことが明らかになっ

たときは、乙は、甲に対して直ちにその旨を通知し、甲の承認する増担保を提供し、又は

新たな連帯保証人をたてる。 

 

（書面主義） 

第 10 条 本約款の各条項に基づき甲乙間で行われる承諾、通知、指示、請求等は、原則

として書面により行う。ただし、工事現場における甲の作業所長または作業所員の乙及び

乙の関係者に対する施工上の指示は、口頭で行うことができる。 
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（権利、義務の譲渡） 

第 11 条 乙は、本約款あるいは個別工事の遂行により生ずる権利あるいは義務を第三者

に譲渡し、又は継承させてはならない。ただし、甲の書面による事前の承諾を得た場合は、

この限りではない。 

2) 乙は、工事目的物又は工事現場に搬入した工事材料（工場製品を含む。以下同じ。）を 

第三者に譲渡し、貸与し、又は抵当権その他担保の目的に供しない。ただし、甲の書面に

よる事前の承諾を得た場合はこの限りではない。 

 

（一括委任又は一括請負の禁止） 

第 12 条 乙は、一括して個別工事の全部又は一部を第三者に委任し、又は請け負わせて

はならない。ただし、甲及び発注者（他の者から請け負ったものではない建設工事の注文

者のことをいう。）の書面による事前の承諾を得た場合はこの限りではない。 

 

（関係事項の通知） 

第 13 条 乙は、個別工事に関して甲に対して、次の各号に掲げる事項を個別工事の契約

締結後すみやかに書面をもって通知する。 

①建設業の許可業種及び番号 

②現場代理人、主任技術者、雇用管理責任者、安全管理者その他施工上法律で置くことを

義務づけられた有資格者等の氏名 

③工事現場において使用する 1 日あたり平均作業員数 

④工事現場において使用する作業員に対する賃金支払の方法 

⑤その他個別工事の適正な施工を確保するため甲が必要と認めて乙に対して指示する事

項 

2) 乙は、本条第 1 項各号に掲げる事項について変更があったときは、甲に対して遅滞な

く書面をもってその旨を通知する。 

 

（再下請負人の関係事項の通知） 

第 14 条 甲の書面による事前の承諾のもとで、乙が個別工事の全部又は一部を第三者に

委任し、又は請け負わせた場合は、乙は、甲に対して、その契約（その契約に係わる工事

が数次の契約によって行われるときは、そのすべての契約を含む。）に関し、次の各号に

掲げる事項を遅滞なく書面をもって通知する。 

①受任者又は下請負人の氏名及び住所 

②建設業の許可業種及び番号 

③現場代理人、主任技術者、雇用管理責任者、安全管理者その他施工上法律で置くことを

義務づけられた有資格者等の氏名 

④工事の種類及び内容 
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⑤工期 

⑥受任者又は下請負人が工事現場において使用する 1 日あたり平均作業員数 

⑦受任者又は下請負人が工事現場において使用する作業員に対する賃金支払の方法 

⑧その他個別工事の適正な施工を確保するため甲が必要と認めて指示する事項 

2) 乙は、甲に対して、本条第 1 項各号に掲げる事項について変更があったときは、遅滞

なく書面をもってその旨を通知する。 

 

（作業所長） 

第 15 条 甲は、個別工事の施工について作業所長（建設業法第 19 条の 2 第 2 項に規定 

する監督員のことをいう。）を定め、乙にその氏名を通知する。 

2) 作業所長は、工事現場を総括し、乙又は乙の現場代理人に対し、指示、承諾、検査、

協議その他を行う。 

3) 作業所長は、必要に応じ、本条第 2 項の業務の一部を甲の作業所員に分担して行わせ

ることができる。 

 

（現場代理人及び主任技術者） 

第 16 条 乙又は乙の現場代理人は、個別工事の施工に関連し、工事現場に常駐し、工事

現場一切の事項を処理し、その責任を負う。ただし、工事現場の取締、安全衛生、災害防

止又は就業時間等工事現場の運営に関する事項については、作業所長の指示に従う。 

2) 主任技術者は、施工の技術上の管理をつかさどる。 

3) 現場代理人と主任技術者は、これを兼ねることができる。 

 

（工事関係者に関する措置請求） 

第 17 条 甲は、乙、乙の配下の現場代理人、主任技術者その他乙が施工のために使用し

ている再下請負人及び作業員等で、個別工事の施工又は管理につき著しく不適当と認める

ものがあるときは、乙に対して、その理由を明示した書面をもって、必要な措置をとるこ

とを求めることができる。 

2) 乙は、作業所長又は作業所員がその職務の執行につき著しく不適当と認めるときは、

甲に対して、その理由を明示した書面をもって、必要な措置をとることを求めることがで

きる。 

3) 甲又は乙は、本条第 1 項又は第 2 項の規定による請求があったときは、その請求に係

わる事項について決定し、その結果を相手方に通知する。 

 

 

（工事材料及び工事用機器） 

第 18 条 乙は、個別工事の施工にあたって、作業所長の検査に合格した工事材料を使用



6 

 

する。作業所長は、工事用機器について適当でないと認めるものがあるときは、乙に対し

て、その交換を求めることができる。 

2) 本条第 1 項により不合格となった工事材料あるいは適当でないと認められた工事用機

器は、作業所長の指示によって、乙がこれを引き取る。 

3) 乙は、工事現場に搬入した工事材料又は工事用機器を、作業所長の承諾を受けずに工

事現場外に持ち出してはならない。 

4) 工事材料のうち設計図書にその品質が明示されていないものについては、作業所長の

指示による。 

 

（支給材料及び貸与品） 

第 19 条 支給材料又は貸与品の品名、数量、品質、規格、性能、その引渡の場所、時期、

その返還の場所、時期等については、設計図書に定める。 

2) 甲の支給材料又は貸与品は、予め甲の検査または試験に合格したものとする。甲が必

要と認める場合は、甲の検査又は試験に乙の立会を求めることができる。 

3) 乙は、支給材料又は貸与品の品名、数量、品質、規格、性能等が設計図書の定めと異

なり、又は使用に適当でないと認めたときは、遅滞なくその旨を作業所長に通知する。 

4) 乙は、支給材料又は貸与品について、善良なる管理者の注意をもって使用し保管する

責任を負う。 

5) 乙が故意又は過失によって支給材料を滅失若しくは毀損したときは、乙は、自らの責

任と費用において代替品の調達を行う。ただし、甲は、自らが必要と判断する場合におい

て、かかる滅失若しくは毀損した支給材料を乙の費用負担において再度支給することがで

きる。 

6) 乙が故意又は過失によって貸与品を滅失若しくは毀損し、又はその返却が不可能にな

ったときは、乙は、甲の指示に基づき、乙の費用負担において代替品の納入又は補修を行

わなければならない。甲は、乙に対して、甲が被った損害を求償する権利を留保する。 

7) 乙は、支給材料（有償支給材料を除く。）が不要となったとき、又は貸与品が使用済み

となったときは、速やかにこれを甲に返却する。 

 

（作業所長による立会） 

第 20 条 乙は、設計図書で指定された個別工事又は地中、水中の個別工事等施工後外か

ら見ることが不可能若しくは困難な個別工事を施工するときは、作業所長の立会を求める。       

2) 乙は、甲の承認のもとに、作業所長の立会に代えて個別工事に係る写真等の記録を整

備し、本条第 1 項の個別工事を施工することができる。 

 

（設計図書不適合の場合の改造義務） 

第 21 条 乙は、個別工事の施工において設計図書に不適合な部分があり、甲がその補修、
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改造を請求したときは、遅滞なくこれの補修、改造を行う。 

2) 乙が甲の要求する期日までに本条第 1 項の補修、改造を完了させることができないこ

とが明らかであるときは、甲は自ら補修、改造をするか、あるいは第三者をして補修、改

造をさせることができる。 

3) 本条第 1 項及び第 2 項において、その不適合が甲の責任に帰すべき事由により生じた

ときは、補修、改造に要する費用は甲の負担とするが、それ以外の場合は乙の負担とする。 

 

（条件の変更等） 

第 22 条 乙は、個別工事の施工にあたり、次の各号に該当する事実を発見したときは、

直ちに書面をもってその旨を作業所長に通知し、その確認を求める。 

①設計図書と工事現場の状態が一致しないこと 

②設計図書の表示が明確でないこと（図面と仕様書が相互に符合しないこと、設計図書に

誤謬又は脱漏があること等を含む。） 

③工事現場の地質、湧水などの状態、施工上の制約など設計図書に示された自然的または

人為的な施工条件が実際と異なること 

④設計図書で明示されていない施工条件について予期することのできない特別の事情が

生じたこと 

2) 作業所長は、本条第 1 項各号の確認を求められたとき又は事実を発見したときは、た

だちに調査を行い、乙に対してとるべき処置を指示する。 

3) 本条第 1 項各号に掲げる事実が甲乙間で確認された場合において必要があると認めら

れるときは、甲乙協議の上、工事内容、エ期若しくは請負代金を変更する。 

 

（工事の変更、中止等） 

第 23 条 甲は、必要があると認めるときは、書面をもって乙に通知することにより、個

別工事の内容を変更し又は個別工事の全部若しくは一部の施工を一時中止させることが

できる。 

2) 本条第 1 項の場合において必要があると認められるときは、甲乙協議してかかる個別

工事のエ期又は請負代金を変更する。 

 

（乙の請求によるエ期の延長） 

第 24 条 乙は、天災等の不可抗力その他善良なる管理者の注意義務をもってしても通常

避けることができないと認められる正当な理由により個別工事を工期内に完成すること

ができないときは、甲に対して、遅滞なくその理由を明らかにした書面をもってかかるエ

期の延長を求めることができる。この場合の延長日数は、元請工事の事情も斟酌の上甲乙

協議して決定する。 
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（甲の請求によるエ期の変更等） 

第 25 条 甲は、必要があると認めるときは、書面をもって乙に通知することにより、乙

に個別工事のエ期の変更を求めることができる。かかるエ期変更の日数は甲乙協議の上こ

れを定める。 

2) 本条第 1 項の場合において必要があると認められるときは、甲乙協議してかかる個別

工事の請負代金を変更する。 

 

（賃金又は物価の変動に基づく請負代金額の変更） 

第 26 条 工期内に賃金又は物価の変動により請負代金額が不適当となり、これを変更す

る必要があると認められるときは、甲乙協議して請負代金額を変更する。 

2) 甲と注文者との間の請負契約において、個別工事を含む元請工事の部分について、賃

金又は物価の変動を理由にして請負代金額が変更されたときは、甲又は乙は、相手方に対

し、本条第 1 項の協議を求めることができる。 

 

（臨機の処置） 

第 27 条 乙は、個別工事に係る災害防止等のため必要があるときは、甲に協力して臨機

の処置をとる。 

2 ) 乙が本条第 1 項の規定により臨機の処置をとった場合において、その処置に要した費

用のうち、かかる個別工事の請負代金の範囲内において負担することが適当でないと認め

られる部分については、甲が負担する。この場合における甲の負担額は、甲乙協議して定

める。 

 

（一般的損害） 

第 28 条 第 31 条による個別工事の完成検査合格前に、工事目的物、工事材料、工事用機

器その他工事施工に関して生じた損害は、乙の負担とする。ただし、その損害のうち甲の

責任に帰すべき事由により生じたものについては、甲がこれを負担する。 

 

（第三者に及ぼした損害） 

第 29 条 個別工事の施工について工事関係者及びその他の第三者に損害を及ぼしたとき

は、乙がその損害を負担する。ただし、その損害のうち甲の責任に帰すべき事由により生

じたものはこの限りではない。また、個別工事の施工に伴い不可避の事象により生じたも

のについては、第 30 条の規定を準用する。 

2) 個別工事の目的物の欠陥により甲及び／又は第三者の生命、身体及び／又は財産に損

害が生じた場合、乙は、そのために甲が被った損害を甲に賠償する。 

 

3) 個別工事の目的物の欠陥により第三者の生命、身体及び／又は財産に損害が生じるお
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それのあることが判明した場合、甲は、乙と協議の上損害発生防止のための必要な措置を

行う。 ただし、これに要した費用は乙の負担とする。 

 

（天災その他不可抗力による損害） 

第 30 条 天災その他不可抗力によって作業所長が確認した個別工事に係る出来形部分、

現場の工事仮設物、現場搬入の工事材料又は工事用機器（いずれも甲が確認したものに限

る）に損害を生じたときは、乙が善良なる管理者の注意を怠ったことに基づく部分を除き、

また火災保険等損害保険により填補されるものを除き、その甲乙の負担割合、負担額、取

り片づけに要する費用などにつき、甲乙協議して定める。 

2) 本条第 1 項に規定する損害は、かかる個別工事の元請工事の契約において甲の客先が 

負担する旨の取り決めがある場合は本条第 1 項の規定にかかわらず、甲は、甲の客先の負

担の限度においてこれを負担する。 

 

（完成検査・引渡し） 

第 31 条 乙は、個別工事を完成させたときは、甲に通知するものとし、甲は、当該通知

受領後遅滞なく完成確認の検査を行う。 

2) 本条第 1 項の検査に合格しないときは、甲は遅滞なく乙に通知するものとし、乙は、

遅滞なく乙の負担によりこれを修補して、甲の検査を受ける。 

3) 甲は個別工事が完成確認の検査に合格したときは、乙に対して書面にて通知する。個

別工事は、乙が正当なる事由をもって書面により甲に対し個別工事を引渡さない旨を通知

しない限り、甲から乙への当該通知日を引渡し日として乙より甲に引渡されるものとする。 

 

（部分使用） 

第 32 条 甲は、個別工事完成前においても乙の工事目的物の全部又は一部を使用するこ

とができる。ただし、乙は、正当な理由があるときは、その使用中止を求めることができ

る。 

 

（部分引渡し） 

第 33 条 個別工事の目的物について、甲が設計図書において個別工事の完成前に引渡し

を受けるべきことを指定した部分がある場合において、その部分の工事が完了したときは、

甲は、当該指定部分の引渡しを第 31 条の規定に準じて受けることができる。この場合、 

乙は、当該引渡された指定部分に相応する請負代金の支払いの請求を第 37 条の規定に準

じて行うことができる。 

 

（請負代金の支払方法及び時期） 

 第 34 条 個別工事の請負代金の支払方法及び時期については、注文書、注文請書及び甲
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の支払い関係の標準運用を記載した「支払い方法等について」（以下「支払い方法等につ

いて」という。）の定めるところによる。 

2) 甲は、やむを得ない場合には、注文書、注文請書及び支払い方法等についての定めに

かかわらず、乙の同意を得て、請負代金の支払の時期または支払の方法を変更できる。 

3) 本条第 2 項の場合において、支払期間の変更に応じた利息を精算するものとし、その

利率は甲乙協議してこれを定める。 

 

（前払金） 

第 35 条 乙は、注文書、注文請書及び支払い方法等についての定めるところにより、甲

に対して、前払金を請求することができる。 

2) 甲は、本条第 1 項の規定による請求を受けたときは、注文書、注文請書及び支払い方

法等についての定めるところにより前払いを行う。 

 

（部分払） 

第 36 条 乙は、作業所長の検査に合格した個別工事の出来形部分に相応する請負代金相

当額について、注文書、注文請書及び支払い方法等についての定めるところにより部分払

金を請求できる。 

2) 甲は、本条第 1 項の規定による請求を受けたときは、注文書、注文請書及び支払い方

法等についての定めるところにより部分払いを行う。 

 

（完成引渡後の支払） 

第 37 条 甲は、第 31 条に定める手続きが完了し個別工事が甲に引渡されたときは、注文

書、注文請書及び支払い方法等についての定めるところにより請負代金の支払いを行う。       

2) 乙は、引渡された個別工事について、第 35 条に規定する前払金あるいは第 36 条に規 

定する部分払金がある場合はその額を請負代金から差し引いた金額を請求することがで

きる。甲はかかる請求を受けた時は、注文書、注文請書及び支払い方法等についての定め

るところにより当該金額の支払いを行う。 

 

（賃金等の立替払） 

第 38 条 乙又は乙の再下請負人が個別工事にかかわる労賃、再下請工事代金、材料代そ

の他の支払を遅延したとき、又は支払を遅延するおそれがあるときは、甲は、乙又は乙の

再下請負人の作業員、納入業者等からの申出により事情を確認の上、乙又は乙の再下請負

人に代わってこれを立替払いすることができる。 

2) 甲は、本条第 1 項の規定によって、乙又は乙の再下請負人の不払によるものを立替え

て支払ったときは、これを乙に対する立替金として処理することができる。 
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（相殺） 

第 39 条 乙が第 43 条各号の、又は第 44 条第 1 項各号の一に該当するときは、乙は、契

約解除の有無にかかわらず、甲に対して負う前払金、立替金、損害賠償金等の全ての債務

を直ちに甲に支払わなければならない。 

2) 甲は、甲が乙に対して有する債権と甲が乙に対して有する支払債務とを、対当額にて

相殺することができる。なお、乙が第 43 条各号の、又は第 44 条第 1 項各号の一に該当す

るときは、乙は甲に対して負う全ての債務に関する期限の利益を失い、甲は任意の時期に

て、甲が乙に対して有する支払債務と、対当額にて相殺することができる。 

 

（契約不適合責任） 

第 40 条 甲は、引渡された個別工事の目的物の種類、数量、品質、規格、性能等が設計

図書の定めと異なり、又は使用に適当でないなど契約内容に適合しないもの（以下「契約

不適合」という。）であるときは、乙に対して、相当の期間を定めて目的物の修補若しく

は代替物引渡しによる履行の追完を請求し、又は追完に代えて直ちに若しくは追完ととも

に不適合の程度に応じた代金の減額及び不適合により生じた損害の賠償を請求すること

ができる。なお、本項に基づく請求とともに、甲は、第 43 条又は第 44 条により契約を解

除することができる。 

2) 前項の追完の方法は、甲乙が両者合意の上別段の方法をとらない限り、甲の負担の軽

重の如何にかかわらず、甲が請求した方法によるものとする。 

3) 本条第 1 項の規定による契約不適合を理由とした履行の追完の請求、損害賠償の請求、

代金の減額及び／又は契約の解除の請求をすることができる期間は、個別工事の元請工事

における契約不適合責任期間とする。ただし、その契約不適合が乙の故意または重大な過

失により生じた場合は、当該請求のできる期間は民法の定めるところによる。 

4) 本条第 1 項の規定は、個別工事の契約不適合が甲の書面による指図により生じたこと 

が明らかな場合には、これを適用しない。 

 

（履行遅滞の場合における損害金） 

第 41 条 甲は、乙の責任に帰すべき理由により個別工事がエ期内に完成することができ

ない場合で、かつかかるエ期経過後相当の期間内に完成する見込みのあるときは、乙から

損害金を徴収してエ期を延長することができる。 

2) 本条第 1 項の損害金の額は、遅延日数 1 日につき、請負代金額から出来形部分に相応

する請負代金額を控除した額の 0.04 パーセントに相当する額とする。 

3) 本条第 1 項の場合において、甲は、甲の客先あるいは個別工事の関係者から損害金等

を求められたときは、乙に対して、本条第 2 項に規定の損害金のほか、その額を請求する

ことができる。 

4) 甲の責任に帰すべき理由により請負代金の支払が遅延した場合は、乙は、遅延日数 1
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日につき、支払が遅延した金額の 0.04 パーセントに相当する額の遅延利息を甲に請求す

ることができる。 

 

（乙の中止権） 

第 42 条 甲が、注文書、注文請書に規定する前払金、部分払金の支払を遅延し、乙が相

当の期間を定めて催告をしてもなお支払わないときは、乙は個別工事を中止することがで

きる。 

 

（甲の催告による解除権） 

第 43 条 甲は、乙が次の各号のーに該当するときは、相当の期間を定めてその履行を催

告し、その期間内に履行がないときは、乙との間で締結した個別工事の契約を解除するこ

とができる。 

①正当な理由なく個別工事に着手すべき時期を過ぎてもかかる個別工事に着手しないと

き 

②その責任に帰すべき理由により、個別工事を工期内又はエ期経過後相当期間内に完成す

る見込みがないと認められるとき 

③正当な理由なく、第 40 条第 1 項の履行の追完がなされないとき 

④前各号に掲げる場合のほか、本約款又は個別工事の契約に違反したとき 

 

（甲の催告によらない解除権） 

第 44 条 甲は、次の各号の一に該当するときは、直ちに乙との間で締結した個別工事の

契約を解除することができる。 

①乙が第 11 条の規定に違反して請負代金債権を譲渡したとき 

②乙が個別工事の目的物を完成させることができないことが明らかであるとき 

③引き渡された個別工事の目的物に契約不適合がある場合において、その不適合が目的物 

を除去した上で再び建設しなければ個別工事の契約の目的を達成することができないも

のであるとき 

④乙が個別契約の目的物の完成の債務の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき 

⑤乙の債務の一部の履行が不能である場合又は乙がその債務の一部の履行を拒絶する意

思を明確に表示した場合において、残存する部分のみでは契約をした目的を達することが

できないとき 

⑥個別工事の目的物の性質や当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履

行しなければ契約をした目的を達することができない場合において、乙が履行しないでそ

の時期を経過したとき 

⑦乙が第 12 条の規定に違反したとき 

⑧乙が建設業の許可を取り消されたとき又はその許可の効力を失ったとき 
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⑨乙がその財産に対して、差押、仮差押、仮処分又は競売の申立を受けたとき 

⑩乙に破産、民事再生手続開始又は会社更生手続開始の申立があったとき 

⑪乙が解散したとき 

⑫乙が事業の全部又は一部を休止したとき 

⑬乙が振り出した手形若しくは小切手が不渡となったとき、又は乙が裏書若しくは保証し

た第三者振出の手形若しくは小切手が不渡となり遡求に応じなかったとき 

⑭乙が支払を停止したとき 

⑮乙が租税公課を滞納したとき 

⑯乙が甲乙間の信頼関係を損なうような行為をしたとき 

⑰乙の財産状態が悪化し、又はそのおそれがあると認められる相当の事由が生じたとき 

⑱前各号に掲げる場合のほか、乙がその債務の履行をせず、甲が第 43 条の催告をしても

契約をした目的を達するのに足りる履行がされる見込みがないことが明らかであるとき 

⑲第 46 条第 1 項各号のいずれかに規定する理由がないにもかかわらず、契約の解除を申

し出たとき 

2) 甲は、第 43 条又は本条第 1 項の規定により個別工事の契約を解除したときは、個別工

事の出来形部分及び部分払の対象となった工事材料ならびに甲が乙に支給した、あるいは

個別工事の遂行のために乙が作成したすべての設計関連図書の引渡を乙から受ける。ただ

し、その出来形部分が設計図書に適合しないときは、甲は、その引渡を乙から受けないこ

とができる。 

3) 甲は、本条第 2 項の引渡を受けたときは、その引渡を受けた出来形部分及び工事材料

に相応する請負代金相当額を乙に支払う。この場合において、前払金があったとき又は部

分払金があったときはその金額を前述の出来形部分及び材料に相応する請負代金相当額

から控除する。 

4) 本条第 3 項の場合において、乙は、受領した前払金になお余剰があるときは、乙は、

その余剰額に前払の日から返還日までの日数に応じ、1 日につき、0.04 パーセントの割合

で計算した額の利子を付加して甲に返還する。 

5) 甲は、第 43 条又は本条第 1 項の規定により個別工事の契約を解除した場合において 

は、乙に対して、その解除により生じた損害の賠償を求めることができる。この場合にお

ける賠償額は、甲乙協議して定める。 

6) 個別工事の完成後に契約が解除された場合においては、解除に伴い生じる事項の処理

については甲乙が民法の規定に従って協議して決める。なお、この場合においても、前項

の損害賠償請求権の行使を妨げない。 

 

 

 

（甲の都合による解除） 
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第 45 条 甲は、個別工事が完成しない間は、第 43 条各号及び第 44 条第 1 項各号に規定

する場合のほか必要があるときは、かかる個別工事の契約を解除することができる。 

2) 第 44 条第 2 項から第 4 項までの規定は、本条第 1 項の規定により個別工事の契約を解 

除した場合に準用する。ただし、第 44 条第 4 項の規定のうち利息に関する部分は、準用

しない。 

3) 甲は、本条第 1 項の規定により個別工事の契約を解除した場合において、これにより

乙に損害を及ぼしたときは、その損害を賠償する。この場合における賠償額は、甲乙協議

して定める。 

 

（乙の解除権） 

第 46 条 乙は、次の各号の一に該当する理由があるときは、個別工事の契約を解除する

ことができる。 

①第 23 条の規定により個別工事の内容を変更したため、請負代金が 3 分の 2 以上減少し

たとき 

②第 42 条の規定による個別工事の施工の中止期間がエ期の 2 分の 1 あるいは 6 カ月のい

ずれか短い方を、中止が個別工事の一部のみの場合はその一部を除いた他の部分の個別工

事が完了した後工期の 4 分の 1 あるいは 3 カ月のいずれか短い方を、経過しても、なおそ

の中止が解除されないとき 

③甲が本約款又は個別工事の契約に違反し、相当の期間を定めてその履行を催告し、その

期間内に正当な理由なく履行がないときであって、履行がないことによってかかる個別工

事の目的を達することができないことが明らかになったとき 

④甲が請負代金を支払う能力を欠くことが明らかとなったとき 

2) 第 44 条第 2 項から第 4 項までの規定は、本条第 1 項の規定により個別工事の契約が解

除された場合に準用する。 

3) 乙は、本条第 1 項の規定により、個別工事の契約を解除した場合において、これによ

り損害を受けたときは、その損害の賠償を甲に対して請求することができる。この場合に

おける賠償額は甲乙協議して定める。 

 

（解除に伴う措置） 

第 47 条 甲又は乙が個別工事の契約を解除したときは、甲乙が協議し、当事者に属する

物件について、期間を定めて、その引取、後片付等の処置を行う。 

2) 本条第 1 項の処置が遅れており、催告にもかかわらず正当な理由なくなお行われない

ときは、相手方は、代わってこれを行い、その費用を他方当事者に請求することができる。 

 

 

（反社会的勢力との関係による解除） 
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第 48 条 甲は、乙又は再下請負人及びその代表者、責任者、実質的に経営権を有する者

が次の各号の一に該当する場合、何らの催告を要さずに、本契約又は個別工事の契約を解

除することができる。 

(1)暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関係者、総会屋その他の反社会的勢力（以  

下、併せて「反社会的勢力」という。） 

(2)反社会的勢力が経営に実質的に関与していると認められるとき 

(3)反社会的勢力を利用していると認められるとき 

(4)反社会的勢力に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関与をして いると

認められるとき 

(5)反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有しているとき 

(6)自ら又は第三者を利用して、甲又は甲の関係者に対し、詐術、暴力的行為又は脅迫的

言辞を用いたとき 

2) 第 44 条第 2 項の規定は、前項の規定により本契約又は個別契約を解除された場合に準

用する。 

3) 甲は、本条第 1 項の規定により、本契約又は個別契約を解除した場合には、乙に損害

が生じても甲は何らこれを賠償ないし保証することは要せず、また、かかる解除により甲

に損害が生じたときは、乙はその損害を賠償するものとする。 

 

（通報・報告義務） 

第 49 条 乙は、乙又は再下請負人が反社会的勢力による不当要求又は工事妨害（以下「不

当介入」という。）を受けた場合には、断固としてこれを拒否し、又は当該第三者をして

断固としてこれを拒否させるとともに、不当介入があった時点で、速やかに甲にこれを報

告し、甲の捜査機関への通報及び通報者への報告に必要な協力を行うものとする。 

2) 乙が正当な理由なく前項に違反した場合、甲は何らの催告を要さずに、本契約又は個

別契約を解除することができる。 

3) 第 44 条第 2 項の規定は、前項の規定により本契約又は個別契約を解除された場合に準

用する。 

 

（表明・確約） 

第 50 条 乙又は再下請負人は、反社会的勢力のいずれかでもなく、また、反社会的勢力

が経営に実質的に関与している法人等ではないことを表明し、かつ将来にわたっても該当

しないことを確約する。 

 

 

 

（協議） 
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第 51 条 本約款及び個別工事の契約に定めのない事項及び疑義については、甲乙協議の

上決定する。 

 

（紛争の解決） 

第 52 条 本約款の各条項において甲乙協議して定めるものにつき協議が整わないとき、

又は本約款、個別工事の契約に関して甲乙間に紛争が生じたときは、甲又は乙は、甲の本

店所在地を管轄する裁判所の調停、又は当事者の合意により選出した第三者又は建設業法

による中央建設工事紛争審査会（以下「審査会」という。）の斡旋又は調停により解決を

図る。 

2) 甲又は乙は、その一方又は双方が本条第 1 項に定める斡旋又は調停により紛争を解決

する見込がないと認めたときは、甲の本店所在地を管轄する裁判所に訴訟を提起して判決

を求めるか、又は甲及び乙の仲裁合意書に基づき審査会の仲裁に付し、仲裁判断を仰ぐも

のとする。 

 

（約款の改定） 

第 53 条 甲は、ウェブサイトヘの掲示その他甲が適当と判断する方法で乙に通知するこ

とにより、乙の同意を得ることなく、いつでも本約款を変更することができるものとし、

変更後は、甲が別に定める場合を除き、変更後の本約款が適用されるものとする。 

 

（効力の存続） 

第 54 条 個別工事の契約が満了、解約又は解除された場合においても、本約款第 5 条、

第 6 条、第 29 条、第 40 条、第 52 条及び第 54 条は、なお有効に存続する。 

 

                                            

株式会社エルテックス 

                           ２０１２年 ４ 月１日制定 

２０１６年 １ 月１日改定 

２０２５年 ４ 月１日改定 

                              

 

 

 

 

 


